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本提案書の内容は、 事実と 相違ないこ と を 証明し ま す。
役務の履行に当たっ ては、 本提案書の内容を確実に履行する こ と を誓約し ま す。

公告年月日　 　 令和８ 年２ 月20日

役務の名称　 　 山形県議会棟受付案内等業務

令和　 　 年　 　 月　 　 日

商号又は名称

所在地

代表者職氏名



１ 実施体制①従事者等

商号又は名称

No. ③研修名 ④研修対象者

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で 計  時間

① 実施期間については、 令和７ 年１ 月１ 日から 令和７ 年12月31日ま での実施状況について記入する こ と 。

② 実施時間については、 例えば５ 日間で各５ 時間の場合は、 「 ５ 日　 計25時間」 と 記入する こ と 。

③ 研修名については、 「 新規採用者教育研修」 「 中堅者技術向上研修」 等、 簡潔に記入する こ と 。

④ 研修対象者については、 「 新規採用者」 「 実務経験○年以上の者」 等、 簡潔に記入する こ と 。

⑤ 研修場所については、 研修場所が複数箇所の場合は、 主な研修場所を記入する こ と 。

⑥ 参加人数については、 例えば５ 日間で各10人の場合は「 50人」 と 延人員を記入する こ と 。

⑦ 研修内容については、 受講修了証（ 修了証等が発行さ れていない場合は受講者名簿で可） 、 研修レ ジュ メ （ 市販の冊子等を使用し た場合は表紙と 目次

のみを提出） 、 研修概要の分かる も の等を別途添付する こ と 。

※別添のと おり
人

人
※別添のと おり

⑦研修内容

※別添のと おり

※別添のと おり

※別添のと おり

※別添のと おり

⑥参加人数

人

人

人

研修実績報告書

人

①実施期間 ②実施時間 ⑤研修場所
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１ 実施体制①従事者等

商号又は名称

No. ③研修予定名 ④研修予定対象者

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で  時間

令和 年 月 日から     日 延べ

令和 年 月 日ま で  時間

※　 契約を 締結し た場合、 それぞれの研修について、 実施後速やかに研修実績報告書に準じ て報告する こ と 。

（ 記入上の注意）

① 実施予定期間については、 契約締結予定日から １ 年以内に終了する 研修を記入する こ と 。

② 実施予定時間については、 例えば５ 日間で各５ 時間の場合は、 「 ５ 日　 計25時間」 と 記入する こ と 。

③ 研修予定名については、 「 新規採用者教育研修」 「 中堅者技術向上研修」 等、 簡潔に記入する こ と 。

④ 研修予定対象者については、 「 新規採用者」 「 実務経験○年以上の者」 等、 簡潔に記入する こ と 。

⑤ 研修予定場所については、 研修場所が複数箇所の場合は、 主な研修場所を記入する こ と 。 （ 未定の場合は未定と 記入する こ と 。 ）

⑥ 参加予定人数については、 例えば５ 日間で各10人の場合は「 50人」 と 延人員を記入する こ と 。

⑦ 研修予定内容については、 研修内容が分かる よ う 簡潔に記入する こ と 。

人

⑥参加予定人数⑤研修予定場所

研修実施計画書

⑦研修予定内容②実施予定時間

人

人

①実施予定期間

人

人
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１ 実施体制①従事者等

商号又は名称

委託業務実施に係る 提案書　 　 　 ( ４ 枚中１ 枚目)

Ⅰ　 資格者を 含めた従事者の配置体制について提案し てく ださ い。 　
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２ 実施内容①事業目的・ 趣旨②独自内容等

1 　 業務の詳細な内容について提案し てく ださ い。 　 　 ※仕様書の適合を 前提と する 。

商号又は名称

4

委託業務実施に係る 提案書　 　 　 ( ４ 枚中２ 枚目)

Ⅱ　 業務計画



１ 実施体制②緊急時における 業務の実施体制、 ２ 実施内容①事業目的・ 趣旨②独自内容等

2 　 業務に当たっ て対応が必要な事態( 具体例を 想定) への対策について提案し てく ださ い。 　

委託業務実施に係る 提案書　 　 　 ( ４ 枚中３ 枚目)
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商号又は名称



２ 実施内容①事業目的・ 趣旨②独自内容等

本業務の仕様書等に対する 改善提案を 記載し てく ださ い。 　 　 　 ※ないと き は「 なし 」 と 記入

委託業務実施に係る 提案書　 　 　 ( ４ 枚中４ 枚目)

Ⅲ　 その他提案事項

商号又は名称
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１ 実施体制①従事者等、 ４ 施策貢献①正規雇用　

商号又は名称

配置予定者
配置
人数

        雇用の種別( ○で囲む。 ) 　   　 注1
　 専任・ 兼任
　 の別
 ( ○で囲む。 )

受付業務
実務経験
年数 注2

業務に関連した
資格・免許
(保有しているもの
を記入)　　　注3

  A　 ( 業務責任者) 1 正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

   B  ※以下任意表示 正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

正職員 ・ 契約社員/嘱託等 ・ パート (       ) 専任・ 兼任

  配置職員計

記入上の注意 注1 パート の場合は、 1週間の労働時間を(   ) 内に記入する こ と 。

注2 令和８ 年４ 月１ 日現在で記入する こ と 。 ６ か月未満の端数は切り 捨て、 ６ か月以上の端数は切り 上げる こ と 。

注3 既に雇用し ている 者については、 資格・ 免許の写し を添付する こ と 。

　 ※　 配置予定の人員については、 確実に充足する こ と 。 　

　 ※　 契約締結後は、 速やかに従事職員名簿及び雇用状況並びに社会保険等の加入が分かる 書類( 写し ) 、 新規雇用者の免許等( 写し ) を提出する こ と 。

　　　　　

社会保険・ 労働保険の加入
( 加入予定のも の又は該当する も のを ○で囲む。 )

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無

厚生年金 ・ 健康 ・ 雇用 ・ 労災 ・ 義務無
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１ 実施体制②緊急時における 業務の実施体制

※　 休日・ 夜間の場合、 平日日中等それぞれの状況に応じ た対応を具体的に記入する こ と 。

１ 　 緊急時の業務従事者、 輸送手段等の確保方法について具体的に記入し てく ださ い( マニュ アル等あれば添付) 。

商号又は名称

緊急時における 業務執行体制提案書

　 ※　 災害時又は公共交通機関が停止し た場合等の緊急時において、 契約業務を適正に執行する と と も に、 交通手段の確保や代替人員の
    確保等、 社内体制の整備状況について記入し てく ださ い。

２ 　 その他、 緊急時における 山形県議会棟等での活動支援について、 可能なも のを 具体的に記入し てく ださ い。
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商号又は名称

発注者名称 受託金額

（ 所在地） （ 千円）

　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

～

（ ） 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

～

（ ） 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

～

（ ） 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

～

（ ） 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

～

（ ） 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

３ 実施主体①企業の実績

注３ 　 複数年契約の場合は、 「 受託金額」 欄は一年間分の契約金額を 記入する こ と 。
注４ 　 （ 所在地） は、 市町村名（ 山形県以外の場合は都道府県から ） を記入する こ と 。 　

注１ 　 令和３ 年１ 月１ 日から 令和７ 年12月31日ま でに本件調達役務の対象施設と 同種の施設において同種同規模の役務を 履行し た実績を 記載する こ と 。

役務の実績一覧表

注２ 　 本書記入事項を 証明する 書類（ 契約書等） の写し を 添付する こ と 。

受託業務名称 契約期間 受注業務概要

施設名

( 施設の種別)
（ 所在地）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
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商号又は名称

　 営業年数

　 　 　 　 　 　 　 年度

　 　 　 　 　 　 　 年度

厚生年金保険

健康保険

雇用保険

労災保険

社会保険等の加入状況　 　 　 （ 該当する も のに○）

加入　 　 ・ 　 　 非加入　 　 ・ 　 　 加入義務無

加入　 　 ・ 　 　 非加入　 　 ・ 　 　 加入義務無

加入　 　 ・ 　 　 非加入　 　 ・ 　 　 加入義務無

加入　 　 ・ 　 　 非加入　 　 ・ 　 　 加入義務無

３ 実施主体②財政基盤等

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年
注１ 　 令和８ 年３ 月５ 日現在（ 資格確認申請期限） で記入
する こ と 。 １ 年未満の端数切捨て。

経常利益

※ 添付書類

注２

下記を 添付する こ と 。

１ 登記事項証明書（ 写し 可）

２ 財務諸表（ 直近２ か年分）

３ 社会保険等の加入状況が確認でき る 書類の写し

( 納入告知書 納付書・ 領収証書（ 直近のも の) 、

労働保険概算・ 増加概算・ 確定保険料申告書（ 事

業主控え） 等）
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４ 施策貢献②その他の施策　

商号又は名称

該当する
も のに○

項　 　 　 目

環境保全に関する評価
①Ｉ Ｓ Ｏ 14000シリ ーズ
②エコ アク ショ ン21
①②いずれかの認証取得

障がい者雇用に関する評価
①障害者雇用促進法第43条に基づく 法定雇用率を 達成し て
いる 場合
②常時雇用労働者数が40人未満の事業者の場合は、 障がい
者を一人以上雇用し ている 場合
①②いずれかに該当する 場合

子育て支援
①直近２ 年間において、 １ か月以上の育児休業を 取得し た
職員が、 在籍し ている 場合
②やま がた子育て応援パス ポート の協賛店
①②いずれかに該当する 場合

ワークライフバランス・男女共同参画
「 やま がたス マイ ル企業認定制度」 の実践（ 「 ゴールド ス
マイ ル企業」 又は「 ダイ ヤモンド ス マイ ル企業」 認定いず
れかに該当する 場合）

地域貢献活動
別表に掲げる も ののう ちいずれか又は同程度と 認めら れる
も のを 直近２ 年間に行った場合

別表のと おり
（ 同程度のも のについては、 別表を参考に提出する こ と ）

　 　 総合評価落札方式評価項目４ ． 施策貢献②「 その他の施策」 に該当する 項目に○を 付け、 確認でき る 書類を提出する こ と 。

施策貢献に係る 実績一覧表

確認書類

登録証の写し

①の場合は、 直前の６ 月１ 日における 「 障害者雇用状況報告書」 の写し （ 公
共職業安定所の受付印のある も の）
②の場合は、 １ 名分の障がい者手帳（ 身体障害者手帳（ １ ～６ 級又は７ 級の
障がい二つ以上が重複する も の） 、 療育手帳、 精神障害者保健福祉手帳のい
ずれか） の写し 及び常勤性が確認でき る も の（ 健康保険証等）

①の場合は、 公共職業安定所が発行する 「 育児休業給付受給資格確認通知
書」 又は「 育児給付金支給決定通知書」 及び当該従業員の常勤性が確認でき
る も の（ 健康保険証等）
②の場合は、 協賛店ス テッ カーの掲示写真

認定証の写し （ 入札参加資格確認申請期限時点で有効なも の）
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別表 ※　 こ のページは提出を要し ない。

地域貢献活動

活動内容 評価基準 確認書類

県内に所在する 保育所・ 認定こ ど も 園・ 幼稚園・ 小中学
校・ 福祉施設・ 地区集会所のいずれかを 対象と し た活動で
あって、 活動内容が清掃・ 除草・ 剪定・ 植栽・ 除排雪・ 軽
補修のいずれかである こ と

市町村や社会福祉協議会のボラ ンティ アに応募し 又はこ れ
ら から 紹介等を受けて実施し た除雪弱者宅の除排雪である
こ と

公共施設の維持管
理活動

「 ふれあいの道路愛護事業（ 旧山形県マイ ロ ード サポート
事業） 又は「 山形県ふる さ と の川愛護活動支援事業」 又は
その他の道路・ 河川・ 公園等を対象と し た清掃美化・ 除雪
等のボラ ンティ アである こ と

県の事業については、 県の補助金交付決定通知書及び額の確定通知書
の写し
その他の事業については、 上記に類する 書類

消防団協力事業所
 市町村又は消防庁によ る 消防団協力事業所の認定がある こ
と

入札参加資格確認申請期限日時点で有効な表示証の写し

協力雇用主と し て
の活動

「 協力雇用主」 と し て保護観察所に登録し 、 事業所見学会
の受入れ、 職場体験講習の受入れ、 「 保護観察」 又は「 更
生緊急保護」 の対象者の雇用（ ト ラ イ アル雇用を 含む） の
いずれかを 行った場合

保護観察所から の証明の写し （ 事業所見学会、 職場体験講習について
は、 「 職場体験講習実施通知書」 （ 写） でも 可）

寄付・ 寄贈（ 直近
２ 年間で20 万円
以上）

寄付・ 寄贈先が県（ やま がた社会貢献基金を含む） 、 県内
市町村又は保育所・ 認定こ ど も 園・ 幼稚園・ 小中学校・ 社
会福祉法人・ 特定非営利活動促進法に基づく 特定非営利活
動法人（ Ｎ Ｐ Ｏ ） ・ 公益財団法人・ 公益社団法人（ 特例民
法法人、 一般財団法人・ 一般社団法人で公益事業を行っ て
いる も のを 含む。 ） ・ 更生保護法人であって県内に拠点が
ある も の。 （ ただし 、 寄付・ 寄贈先が政治団体、 宗教団
体、 関係業界団体又はこ れら に類する も のである 場合を 除
く 。 ）

・ 寄付にあっ ては領収書の写し 。
・ 寄贈にあっ ては①寄贈先から の感謝状、 広報誌、 新聞記事等の写し
など 内容が分かる も の、 ②寄贈の内容が20 万円相当以上である こ と
を証する 領収書（ 写） 等（ ①及び②）

ボラ ンティ ア

①参加型（ 申請企業以外のも のが主催する ボラ ンティ ア活動に申請企
業が参加し た場合）
ア 主催者が発行し た募集案内・ 参加依頼文の写し 等、 活動内容や日
付が分かる も の
イ  主催者によ る 証明 （ ア及びイ ）
②自主企画型（ 申請企業自ら が企画・ 実施し たボラ ンティ ア活動）
活動内容、 実施日が分かる 自治体の広報誌
( 写) ・ 新聞記事( 写) 等又は実施箇所の管理主体によ る 証明（ いずれ
か）


